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木造軸組構法における制振構造の研究                 
－粘弾性制振装置のモデル化に関する検討－                           正会員 ○佐藤利昭＊1 同 真崎雄一＊2  
木造住宅 制振構造 粘弾性ダンパー                      同  井口道雄＊3 

1. はじめに 
 既報 1), 2), 3) では, 木造住宅用に開発した粘弾性制振装置
の性能を, 擬似動的加振実験および振動台実験結果を基
に報告した。本報はその続報で, 本制振装置のモデル化を
目的に実施した制振金物部分の要素実験結果について報

告すると共に, 実験結果に基づく粘弾性体内部の温度推
定に関する検討と, その妥当性を擬似動的加振実験の結
果より検証した結果について述べる。 
2. 粘弾性制振装置の概要 
 本制振装置は, ダイヤモンド形状の筋違上下部頂点に
アクリル系粘弾性体を内蔵した制振金物を配し, そのエ
ネルギー吸収によって制振効果を発揮させる。図 1に本制
振装置の概要を示す。図に示す通り, 本装置には, 幅 120 
mm, 奥行き 89mm, 厚さ 5mmの粘弾性体が 2枚内蔵さ
れていて, その可動変位は左右それぞれ 15mmである。 
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図 1 粘弾性制振装置の概要図 
3. 制振金物の要素実験 
実験は繰り返し加振に対し, 粘弾性体の温度変化に伴
う履歴特性の変化を把握することを目的に実施された。実

験の概要を図 2に示す。 
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図 2 制振金物の要素実験の概要 

上図に示すように, 試験体は土台に固定した2つの制振金
物を横架材で連結したもので, その連結部材に高速アク
チュエータを取り付け, 擬似動的繰り返し加振を行った。 
計測は, 加振力と各制振金物の水平変位（以下の検討で
は両者の平均値を用いる）, 粘弾性体内部に挿入した熱電
対によって測定した温度の時間変化である。試験は, 加振
振動数と粘弾性体のせん断歪みをパラメターに, 表1に示
す組合せの試験を実施した。加振振動数 1.0Hz, 歪み 50%
の試験では, 初期温度 10℃と常温の異なる試験を実施し
た。参考として, 結果を図 3, 4に示す。なお各図には, 左
図に履歴曲線, 右図に温度の時間変化が示してある。 

表 1 試験項目（加振振動数と粘弾性体せん断歪みの組合せ） 

50 100 200 300
0.1 － △ △ ○

0.3 － △ ○ －

1.0 △ , ○ ○ － －

3.0 △ － － －

歪み [%]
加振振動数 [Hz]

－：試験実施なし, ○：常温から試験を開始, △：10℃から試験を開始
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図 3 要素実験の結果 1（1.0Hz, 50%, 初期温度：10℃） 
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図 4 要素実験の結果 2（1.0Hz, 50%, 初期温度：23.5℃） 

4. 粘弾性体の履歴モデル 
4.1 履歴モデルの概要 本研究で採用した粘弾性体の履
歴モデルは, 笠井らによる分数次微分モデル 4), 5) で, その
構成則は, せん断歪み γと応力 τを用いて次式で表される。 
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式(1), (2), (3)で, Dαは分数次微分演算子, αは分数微分の次
数, λは温度・振動数等価則を利用したシフトファクター, 
aref, bref, G, p1, p2は材料毎に決定されるパラメターである。 
笠井らはこれら以外にも, 軟化・硬化現象をモデルに組
み込んでいるが, 本実験ではそれらの履歴性状が観察さ
れず, また後述する擬似動的加振実験の応答予測でも, そ
れらを考慮しない場合の結果と試験結果がほぼ調和的で

あったため, 本制振装置については, これらの式で表され
る線形領域の提案式のみを採用することにした。 
4.2 温度推定に関する修正 本モデルを応答予測に用い
るには, 式(3)の温度 θ を時間経過に対し逐次推定する必
要がある。笠井らはこの点について下式を提案している。  
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式(4)で, θ0は初期温度, sρは粘弾性体の比熱と密度の積を
表し, 右辺第 2項で計算される時刻 tまでの履歴吸収エネ
ルギー（以下, EVEM(t)と記す）を sρで除すことで温度の上
昇分を求め, 各時刻の温度を推定する。 
 しかしこの方法は, 比較的短い継続時間を対象として
いることから, 時間経過に伴う粘弾性体周辺部への熱エ
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ネルギーの発散を考慮していないため, 計算値と実験値
に乖離が生じる。笠井らはこの点について別途詳細な検討

を行い, 精度の良い温度推定の方法を示しているが 6) , 本研
究では Blackらの研究 7) を参考に, Newton’s law of cooling
に基づく, より単純な温度推定の方法を提案する。なお, 
本研究では継続時間 100secまでを検討の対象とする。 
 Newton’s law of coolingは, 任意の 2物体の温度差がそ
の温度差に比例する速度で変化することを示したもので

ある。本研究ではこの考え方を基本に, 次の状態方程式を
用いて, 温度の推定を行うことにした。 
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式(5)で, T0, T1, T2はそれぞれ外気温（一定値）, 粘弾性体
温度, 制振金物の鉄板部分の温度, κ1, κ2, κ3はそれぞれの

温度差に乗じる比例係数である。この方法の妥当性として, 
計算結果と実験値が最も良く対応した加振振動数 3.0Hz, 
歪み 200%試験時の温度の時間変化, および最も乖離した
加振振動数 1.0Hz, 歪み 50%試験時（初期温度 10度の試
験）の温度の時間変化を, 試験結果と比較して図 5, 6に示
す。なお各図には, 修正前（式(4)を用いた場合）の計算結
果も同時に示してある。 
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図 5 温度の推定結果 1（3.0Hz, 200%, 初期温度：常温） 
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図 6 温度の推定結果 2（1.0Hz, 50%,初期温度：10℃） 
図 5, 6 に示すように, 提案法は修正前の方法に比して
温度の推定精度が良い。図 6で実験値と計算値に乖離が生
じたのは, 粘弾性体部を冷却して試験を開始した際に, 金
物部分が想定した温度より低温になっていたことが要因

と推察される。他の結果も同様で, 常温から開始した試験
の計算結果は実験値とほぼ調和的であったが, 10℃開始
の試験では乖離が生じた。一方, 履歴特性については省略
するが, 温度の推定が適切であれば文献 4), 5)に示されて
いる通り, 分数次微分モデルで試験結果を再現できるこ
とが確認できた。なお以上の結果は, 式(5)の比例係数を
κ1=7.5×10-3 sec-1, κ2=8.3×10-3, κ3=1.1×10-3とした結果である。 
5. 擬似動的加振実験に基づく検討 
これまでの検討により, 制振金物の履歴特性が分数次
微分モデルで適切に表現できるようになった。以下では,

本制振装置を組み込んだ軸組架構（図 1左）に対する擬似
動的加振実験の結果より, 本制振装置のモデル化に関す
る検討を行う。ここでは力学的な釣り合いから, 制振金物
とダイヤモンド型筋かいが直列結合の関係にあると考え, 
制振装置全体が負担する荷重を入力として, 粘弾性体部
の水平変形量を推定した。計算結果と実験で計測した水平

変形量を比較した結果を図 7にまとめて示す。 
Target amplitude = 1/240 rad. Target amplitude = 1/120 rad.

Target amplitude = 1/60 rad. Target amplitude = 1/30 rad.
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図 7 粘弾性体の水平変位の計算値と実験値の比較 

図7より, 以上の計算方法を用いて粘弾性体部の挙動を概
ね推定できることが認められた。また, 上記した本制振装
置を直列結合とする考え方の妥当性も確認できた。 
6. まとめ 
本研究では, 要素実験および擬似動的加振実験の結果
に基づき, 粘弾性制振装置の履歴モデルに関する検討を
行った。得られた知見は以下の通りである。 
1) 本制振装置の粘弾性体部の履歴特性は, 分数次微分モ
デルで表現でき, 継続時間 100sec までの温度の推定精
度は, 最大で約 3℃の計算誤差の範囲に収まっている。 

2) 擬似動的加振実験に基づく検討により, 本制振装置は, 
粘弾性体の特性を表す分数次微分モデルとダイヤモン

ド型筋かいの特性を表す非線形ばねの直列結合によっ

て表現できることが確認された。 
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